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終わりに
かつて私は， Nシステムの利用及びGPS端末の装着による自動車の位置情
報の把握による捜査手法の法的性格についての論稿を発表したω。その中で私
は， Katz判決において Harlan裁判官が補足意見ωで示し，今日では，米国
及び我が国で定着を見ている，①遮蔽空間の中，有線電気通信中の会話のよう
に，一般人が公権力に監視・干渉されないのが正当と認める場合一一privacy
( 1 ) 清水真「自動車の位置情報把握による捜査手法についての考察」新報 117巻 7=
8号443-462頁。
(2). Katz v. United States， 389 U.S. 347， 360 (1967) (Har1an， J.， concurring). 
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の客観的期待又は privacyの合理的期待と，②公選上・不特定多数人が自由
に出入りする空間における肢体・容貌・行動のように，公権力に監視・干渉さ
れたくないという privacyの主観的期待という区分ωに従い，装着した GPS
端末を用いた自動車の位置情報を把撮することは，被処分者の privacyの合
理的期待(客観的期待)を侵害するものではないので強制捜査には該当せず，
privacyの主観的期待に対する制約にとどまり，それ故，任意捜査として評価
されるべき旨論じた九この見解は， GPS端末が犯罪捜査に利用されるよう
になる以前に実施されていた Beeperによる追跡に関する合衆国最高裁判所の
判例法理とも整合性を持つものであった〈九
ところが，アメリカ合衆国最高裁判所は， 2012年， GPS端末の装着によっ
て被疑者の監視を実施した事案について，初めての判断を下し，当該事件にお
ける無令状での GPS端末を用いた捜査を違法であると判示した{九当該判決
(3 ) 渥美東洋「刑事訴訟における自由と正義~ (有斐閣・平成6年)221国 224頁，渥
美東洋「電気通信網による通信・会話の傍受について」渥美東洋編『組織・企業犯
罪そ考える~ (中央大学出版部・平成 10年)244吋 251頁，井上正仁「強制捜査と任
意捜査~ (有斐閣・平成6年)11-13， 186-189， 197日 202頁，安富潔「ハイテク犯
罪と刑事手続~ (慶慮義塾大学出版会・平成 12年)25頁以下。
(4) 清水・前掲注(1 )454-458頁。尚，コントロールド・デリヴァリーに関しての記
述ではあるが， Beeperの使用による監視・追跡会任意処分と見る見解として，安
冨潔『刑事訴訟法・第 2 版~ (三省堂・平成25年)59頁等がある。
(5) Beep巴rを用いた捜査方法に関して詳しく論じた文献として，香川喜八朗「ピー
パーによる監視について」立山龍彦編『社会と秩序~ (東海大学出版会・昭和61年)
57頁以下，香川喜八朗「監視とプライヴァシーJ高岡 235-237頁，賞朝義「コン
トロールド・デリパリーといわゆるプライヴァシー法理一一アメリカ合衆国を中心
として一一」法学政治学論究 13号178-183頁，壇上弘文「科学機器・技術を用い
た行動監視の適法性とプライヴァシィー」新報 112巻1= 2号185-198貰，山名京
子「科学捜査とプライパシーに関する(1)(2)J関法33巻6号17頁以下，同 34
巻l号119頁以下等がある。
(6) United States v. Jones， 565 U.S. (2012)， 132 S. Ct. 945 (2012). 
尚，本判決に関する邦語での解説・紹介として知り得たものに，湯浅懇道「位置
情報の法的性質一一UnitedStates v. Jones判決を手がかりに一一」情報セキュリ
ティ総合科学4号頁以下，土屋民一「捜査官がGPSにより公道を走る被疑者の車
を監視することは，違法な捜索か?::最近のアメリカ合衆国最高裁判決」判時
21印号3頁以下，辻雄一郎「電子機器を用いた捜査についての憲法学からの若干
の考察」駿河台26巻 1号39頁以下がある。
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の意義・射程は，今後の同種の捜査方法に少なからず影響を与えるものと考え
られる。そこで本稿では，当該判決を分析し，今後の日本法への示唆を探りた
い。また，既に発表済みの拙稿と多少重複する箇所が生じるが，旧稿において
十分に触れていない点も本稿で論じることにしたい。
I Beeperの装着による監視と判例法理
1 Beeperによる監視・追跡の概略
Beeperとは，約2秒の間隔で電子発信装置から発進される微弱電波を捜査
官が周波数を合わせた受信機を頼りに追跡する手法であるが，当該微弱電波の
受信可能距離は数km以内である。端末からの電波を受信した際の音が「ビー
プ， ビープ」と鳴っているように聞こえるということから， Beeperと通称さ
れているの
肉眼による監視・追跡をしたのでは，被疑者に気付かれる危険性がある。ま
た，仮に最視対象を見失っても， Beeperを用いていれば，発信電波を頼りに
監視対象を再度見つけ出し，監視・追跡を再開することが可能である。このよ
うに効果的な監視・追跡方法として， GPS端末が軍事機密であって民間に開
放されておらず，これを犯罪捜査にも用い得なかった冷戦期迄は， Beeperに
よる監視・追跡が薬物犯罪の捜査等で用いられた。尚， Beeperは音声情報・
商像情報を発信する能力を持たなかったので，これを用いて得られる情報はあ
くまでも対象の位置情報に過ぎないものであった。
(7) Note， Tracking Katz， Beeters. Privacy and Fourth Amendment， 86 YALE L.J. 
1461， at1463-64 (1977). 
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2 Knotts判決(8)
(1 ) 事実の概要
Minnesota州麻薬捜査官は，被申請人Knottsの共犯者である Aが，以前
の勤務先から規制薬物である覚醒剤の原料となる薬品を盗み出した旨通報を受
けた。更に，同人が覚醒剤原料のクロロフォルムを別の会社 (H社)からも
購入していることぞ察知し，同人が覚醒剤の密造をしているとの嫌疑を抱いた。
そこで捜査官は，日社の協力を得て， Aが購入する予定となっているクロロ
フォルム容器の内側に Beeperを装着して手交した。捜査官は， Aが上記容器
を積んだ自動車をBeeper及び肉眼により監視・追跡した。 AはPという者も
家に行き，そこで上記容器は pの自動車に積み替えられ， pの自動車は州境
を越えて Wisconsin1'1 に入った。捜査官は一時， Pの自動車を見失ったもの
の，ヘリコプターに積載の受信機により， Pの自動車が被申請人Knottsの小
屋に停車していることを察知した。その後3日閣の監視を経て，捜索令状によ
る上記別荘の捜索がなされ，小屋の中から覚醒剤の製造装置・覚醒剤原料の薬
品類・覚醒剤の製造方法を記した書面等を差し押さえた。
被告人は，連邦DistrictCourtにおいて，無令状での Beeperによる監視・
追跡は合衆国憲法第4修正に違反する旨主張して関連証拠の排除を申し立てた
が，この主張は斥けられ， 5年の収監刑を言い渡された。しかし， Court of 
App巴als(9th Cir.)は， Beeperによる監視・追跡がprivacyの期待を侵害す
る合衆国憲法第4修正に違反する捜査方法である旨判示して， Beeperを用い
た結果得られた関連証拠は排除されるべき旨判示した。合衆国側がcertiorari
を申請した。
(8) United States v. Knotts， 468 U.S. 276 (1983). 
この判決に関する邦語での解説・紹介として知り得たものに，滋美東洋編『米国
刑事判例の動向IV~ [香川喜八朗執筆](中央大学出版部・平成24年)313頁以下，
鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第二巻J[大塚裕史執筆](成文堂・昭和61年)
18頁以下がある。
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(2)判旨
Rehnquist首席裁判官執筆の法廷意見(のは，大要，以下の通り判示して原
判決を破棄・差し戻した。
自動車の機能は移動・運搬にあり，居住・財物保管にあるものではなL、から，
車両に関する privacyの期待が低いことは当裁判所の判例(0)とするところで
ある。自動単に乗って公遭を走行する者は，その走行崩睦について pr討acy
の合理的期待を有するものではなL、。小屋の敷地内に関しては，伝統的に pri-
vacyの期待があるが， pの自動車が公道から被申請人の小屋の敷地に到着す
る迄を監視・追跡することを妨げるものではない。 Beeperの使用は，科学技
術を用いて五感の作用を高めて監視・追跡するに過ぎず，被告人方敷地外から
肉眼では見えない筈の情報を捜査官に費すものでもなL、。
尚， Brennan裁判官の結論賛成意見(11)は，被申請人の所持する財物に
Beeperを取り付けるのと被告人の不知の聞に Beeperを事前に取り付けた物
を被申請人に受領させる行為の聞に大差がない旨を指摘し，仮に被申請人が捜
査官による Beeperの容器への取り付けの点を争ったのであれば，被申請人の
憲法上保護された領域である財物に対する物理的侵入に該当し，合衆国憲法第
4修正違反となった可能性を指摘している。
3 Karo判決(凶
(1 ) 事実の概要
DEA (Drug Enforcement Agency)捜査官は，被申請人Karoらが，税関
での摘発を免れるために，コカインを染み込ませた衣類を外国からアメリカ合
(9) Burger首席裁判官， Powell.裁判官， Q'Connor裁判官参加。
(10) Cardwell v. Lewis， 417 U.S. 583， 590 (1974). 
(11) Marshall裁判官参加。
(12) Karo v. United States， 468 U.S. 705 (1984). 
この判決に関する邦語での解説・紹介として知り得たものに，渥美東洋編『米国
刑事判例の動向町Jl[香川喜八朗執筆](中央大学出版部・平成24年)323頁以下，
加藤克佳・米法 1986-2号463頁以下，鈴木義男編「アメリカ刑事判例研究第三巻」
[大塚裕史執筆](成文堂・平成元年)36頁以下がある。
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衆国に輸入し，改めてコカインを抽出するために，大量のエーテルを DEAの
捜査協力者に注文したことを知った。そこで捜査官は，エーテル容器の一つに
Beeperを装着し，監視する権限を認める旨の令状を裁判官から入手し，上記
捜査協力者の同意を得て，捜査官は Karoに渡されるべき容器の一つに
Beeperを装着した。その後，捜査官は上記容器を積載した Karoの自動車を
肉眼及び Beeperによって監視し， Karoの家に到着する迄追跡した。 捜査官
は， Beeperの使用により，上記容器が Karoの家から共犯者H方住居，更に
Hの父親方住居，そして倉庫内のロッカーに移されたことを知った。捜査官
は上記倉庫の支配人に協力を求め，ヴィデオ・カメラによって監視したところ，
エーテル容器が更に Karoの共犯者等により Hの自動車に移され，共犯者R
の家を経由して別の共犯者が賃借する家に到着したことを知った。同所におい
てエーテルの使用が始まった疑いが生じたことから，捜査官は上記住宅に対す
る捜索令状を得てこれを執行した。同所からは，コカインとその抽出器具等が
発見・押収されたため， Karoらは逮捕され，訴追された。
連邦DistrictCourtは， Beeper装着を認めた最初の令状を無効と判示し，
関連証拠を排除した。 Courtof Appcalsは，エーテル容器内に Beeperを装
着し，私人の住居・倉庫内のロッカー内でそれを監視するためには，令状が必
要であるから，関連証拠は排除すべき旨判示した側。
(2) 判 旨
White裁判官執筆の法廷意見凶は，大要，以下の通り判示して原判決を破
棄・差し戻した。
容器の中に Beeperを装着すること自体は，合衆国憲法第4修正の権利を侵
害するものではない。 Beeperを装着した時点で容器は DEAの所有に属して
おり，被申請人Karoは当該容器に privacyの期待を有していたとは言えない。
また， Beeperの容器への装着を有効とするには，捜査協力者の同意の下で行
(13) United Statcs v. Karo. 710 F. 2d 1433 (1983) 
(14) Burger首席裁判官， Blackmun裁判官， Powell裁判官参加。
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われたということで十分である。
Court of Appealsは， Beeperの装着された容器を被申請人に手交した時点
で合衆国憲法第4修正違反があった旨判示しているが， Beeperが装着された
容器を引き護しただけでは，単に privacy侵害の可能性が生じただけであっ
て，未だ被申請人の Privacyを侵害したことにはならない。 Beeperを装着し
た容器が車両に積載されている聞は， これへの監視は何人の privacyを侵害
するものではなL、。尚，家康に運び込まれた後も，これを致視し続ける行為は
住居の privacy侵害を構成するが，令状請求の疎明資料に適法に得た証拠も
含まれているので，捜索令状は有効である。
O'Connor裁判官執筆の結論同意意見(15)は，家犀所有者が容器の運び込みに
同意・承諾を与えている場合，その限りで家屋所有者は自己の privacyの一
部を放棄していると見るべきである旨，説くものであった。
他方， Stevens裁判官執筆の一部賛成・一部反対意見(日〕は， Beeperの装着
された容器を被申請人に引き渡した段階で， DEA捜査官は個人の財産権の排
他的支配を侵害しているので合衆国憲法上の「押収」を構成するものと考える
ものであった。
4 小括
自動車は，その高速走行性の故に， しばしば犯罪の用に供される。他方で，
自動車は免許制・車検性等に服し，歩行者以上に privacy・行動の自由を享受
する存在ではなく，自動車登録番号標(ナンバー・プレート)を前後の見やす
い位置に装着する義務を負っている点で，その位置情報.走行履歴に関しては，
そもそも privacy保護の対象外だとも言える(l口へ7
の肉眼による監視.追跡と何ら変わらないので無令状でなし得る処分であると
のKnotts判決の法廷窓見は説得的である。
(15) Rehnquist裁判官参加。
(16) Brennan裁判官， Marshall裁判官参加。
(17) .清水・前掲注(1 )456頁。
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むしろ看過し得ないのは， Knotts判決における Brennan裁判官の意見，
及び Karo判決における Stevens裁判官の意見であり，これらは端末の装着
に関して，後述する Jones判決と同様の発想をしている。しかも，相手方の
財物に捜査官が端末を装着する場合も，既に端末を密かに装着済みの物を相手
の不知を利用して受領させる場合も，合衆国憲法第4修正違反を生じる旨述べ
ているので，これらの見解に従うのであれば， Jones判決の射程は櫨めて大き
くなり，事実上， GPSによる監視・追跡は無令状では，なし得なくなるとの
結論が導かれる。
この点， Karo判決で法廷意見が述べているように，捜査官及び捜査協力者
の手許にある聞に Beeperが装着され，それが引き渡された場合には，未だ
privacy 侵害は生じていないとの見解に立てば， Beeperを捜査官・捜査協力
者の手許で装着した後に被疑者に引き渡して追跡・監視する手法は無令状でも
可能となる(則。もっとも， Karo判決に対しては，捜査官は，財物が譲渡され，
誰かの所有に属した後， Beeperが機能するよう意図していたことを看過すべ
きではなく，取引の動機・目的は違法であっても，当該取引自体は違法ではな
い場合，買主は売主が目的物に，引渡後の位置情報を監視すべく措置を講じて
いるという危険を覚悟していると想定するのは常識的ではない旨の批判がなさ
れていた(問。このように考えると， 自動車の公道上の走行履歴・位置情報を
Beeperによって監視・追跡すること自体は無令状でなし得る捜査方法である
としても，その前提たる Beeperを予め装着した容器等の引渡は，合衆国憲法
第4修正の「捜索」に該当するので，事前の令状発付を要するという考え方の
方が， Karo判決の法廷意見よりも説得力を持っていたとの見方も出てくる側。
(18) John S. Ganz， It's Already Public: Why Federal 0.万icersshould not Need War-
rants to Use GPS Vehicle Tracking Devices， 95 J. CRIM. L. & CRIMINOLOGY 1325 
(2005). 
(19) LaFave， 2 Search and Seizure 4th ed at 766 
(20) 香川・前掲注(12)331-334頁，加藤・前掲注(12)467頁。
See also， Note， GPS Tracking Tecnology: The Case for Revisiting Knotts and 
Shifting the Su.ρreme Court's Theory of the Public Sραce under the Fourth A mend-
ment， 46 B.C.L. REV. 661 (2005). 
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とはL、ぇ， Beeperの装着と監視によって得られるのが対象の位置情報とその
履歴に過ぎないことに照らすと，装着に令状を要するとの考え方に疑問も生じ
る。また，位置情報の監視・追跡に有益な装置の事前装着と引渡が合衆国憲法
上の「捜索」に該当するのであれば，対象物に人間の嘆覚では感知し得ない臭
気を付着させ，訓練された探知犬を用いて監視・追跡する場合も，やはり臭気
を付す措置は令状を要することになってしまう。
このような問題意識があったためか，連邦議会は， 1986年，電子発信装置
の装着による監視・追跡に関し，事前の令状審査規定聞を制定したものの，
裁判例の中には，この規定を必ずしも厳格な義務規定とは理解せず，捜査官が
無令状で Beeperを装着した上で監視・追跡することを禁止している訳ではな
い旨判示したものもあった山。
I GPSの装着による監視・追跡一一Jones判決前史一一
GPSの捜査への利用は，冷戦終結に伴う GPS技術の民間への解放直後から
と思われ， 200年以降，関連する裁判例が現れ始める刷。州裁判所の判断は，
公道上の自動車には合衆国憲法第4修正の保障する privacyの合理的期待が
なく，肉眼による監視・追跡の延長に過ぎないとするもの凶， GPS利用によ
る監視・追跡は肉眼による場合に比して程度が強く，合衆国憲法第4修正に言
う「捜索」に該当するので，令状を要するとするもの仰に分かれていた。ま
(21) 18 U.S.c. ~ 3117. 
(22) United States v. Forest， 335 F. 3d 994 (7th Cir. 2007). 
(23) Jones判決以前の裁判例に関する研究として，長島知子「アメリカ合衆国におけ
るGPSを使用した犯罪捜夜J中院41号224-233頁，指宿信「ハイテク機器を利
用した追尾監視型捜査Jr鈴木茂嗣先生古稀祝賀論文集下巻J(成文堂・平成 19年)
176-181頁。
(24) People v. Zichwic， 114 Cal. Rptr. 2d. 733 (2002); Osburn v. State， 44 P. 3d 523 
(2002); People v. Gant， 2005 WL 1767655 (2005). 
(25) State v. Jackson， 150 Wash. 2d 251， 76P. 3d 217 (2003); People v. Lacey， 787 
N.Y. S 2d 680 (2004); People v. Weaver， 909 N.E. 2d 1195 (2009)， New York v. 
Weaver， 12 N.Y. 3d 433 (2009). 
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た， GPS端末の装着による自動車の監視が， N. Y.州憲法に違反する旨判示さ
れた NewYork州最上級裁判所の Weaver判決(26)も， 4対3の僅差によるも
のであった。このような状加で， 2却O∞0凶5年，速邦刑事訴訟規則に捜査方法とし
ての追跡用小型電子発信装置の装着に関して令状審査の規定が設けられた(21)幻初7円)
また， Hawaii1+1( 
L 、る。
しかし，連邦 Courtof Appealsにおいては，後に触れる Maynard判決(30)
(前述の Jones判決の原審)迄，いずれも GPS端末の装着による監視・追跡
が合衆国憲法第4修正の「捜索・押収」には該当しない旨判示されてきた。
まず，覚醒剤事犯で服役し，出所した被告人 Garciaが覚醒剤製造を再開し
たい旨話していた事実，覚醒剤製造の原料を購入していた:事実を認知した捜査
官が，被告人の借りていた自動車のパンパーの下部に無令状で GPS端末を装
着した事案において， Garcia判決では， GPS端末が自動車の外観に変化を及
ぼすことも負荷を与えることもないことを指摘し， Beeperの使用以上に濃密
な監視ではあるが，相当理由のある自動車のみを GPS端末を用いて監視・追
跡したとしても，合衆国憲法第4修正の「捜索・押収Jに該当しない旨判示さ
れた(30
その後， Pineda-Moreno判決では， Knotts法理が GPS端末の装着による
監視・追跡に関する先例とはならない旨の主張を斥けられた (3ヘ次に，
Marquez判決においては，被告人に GPS端末の装着による監視・追跡の関連
証拠排除申立適格がないとしつつも，傍論として Garcia判決を引用しつつ，
(26) People v. Weaver， New York v. Weaver， supra n25. 
尚， この判決の邦語での解説・紹介として知り得たものに，洲見光男・米法
2012-1号206頁以下，長島・前掲注(23)229-232頁がある。
(27) Fed. R. Crim. Proc. ~ 41 b (4). 
(28) Haw. Rev. Stat. ~ 803-42 (2010). 
(29) Min. Stat. Ann. ~~626A37. 626A38 (2009). 
(30) United States v. Maynard， 615 F. 3d 544 (D.C. Cir. 2010). 
(31) United States v. Garcia， 474 F. 3d 994 (7th Cir. 2007). 
(32) United States v. Pineda-Moreno， 591 F. 3d 1212 (9th Cir. 2010). 
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捜査対象について相当理由が備わっていた場合，捜査官は GPS端末の装着に
よる監視・追跡に関する令状を入手する必要がなく， GPS端末の装着による
監視・追跡が合衆国憲法第4修正の「捜索・押収」には該当しない旨判示され
た(団 o Pineda-Moreno判決及びMarquez判決の事案は，いずれも GRS端末
を被告人車両に装着し，数箇月に亘って被告人車両を監視したという事案であっ
たが，入国管理局並びに税関の係官が被告人に麻薬(ヘロイン〉取引の一員で
あるとの嫌疑を抱き，適法に被告人車両のヴィデオ監視商像を得た後， GRS 
端末を被告人車両に装着し， Arizona州PhoenixからIllinois州境迄， 60時
間監視・追跡した事案について， Cuevas-Perez判決は， Knotts法理に従っ
て，公道上を自動車で走行する被告人には privacyの合理的期待がなく，当
該監視・追跡方法が合衆国窓法第4修正の「捜索・押収」には該当しない旨判
示した〔制。
m Jones事件
1 事案の概要
Certiorari申請人である Jonesは， Washington D. C.においてナイト・ク
ラブを所有していたが，連邦捜査局 (FBI)と WashingtonD. C.警察 (Met-
ropolitan Police Department)との合同捜査により，申請人及び上記ナイト・
クラブ支配人Maynardに麻薬取引関与の疑いが生じた。捜査官は，上記ナイ
ト・クラブをヴィデオ監視し，申請人の携帯電話の通信傍受をする等の捜査を
実施し，それらを基に，申請人の夫人名義で登録されている自動車に Wash-
ington D. C.内において GPS端末を 10日間装着することを許す旨の令状を連
邦DistrictCourt裁判官から入手した。ところが土記令状の発付から 1日目，
捜査官は Maryland州内で，公道上に停車中の上記自動車下部に装着し， 28 
日間に亘ってその走行麗歴を監視した。尚，この間に捜査官は，上記自動車が
(3) United States v. Marquez， 605 F. 3d 604 (8th Cir. 2010). 
(34) . United States v. Cuevas-Perez， 640 F. 3d 272 (7th Cir. 2011). 
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Maryland州内の公道上に駐車されている際， GPS端末の電池を交換してい
た。結果的に， GPS端末の装着がなされたのは令状の域外であり，監視・追
跡も有効期聞を徒過するため，上記措置は結果的に無令状処分となっていた。
最終的に Jones，Maynard他数名が麻薬事犯で起訴された。
連邦DistrictCourtは， GPS端末を装着された自動車がJonesの居宅内に
停車されていた聞に得られた位置情報dataを排除したものの， Knotts判決
に従い，公道上の自動車での移動には privacyの合理的期待が認められない
旨判示し，走行履歴に関する関係証拠の許容性を認める旨判示した白日。翌年，
Jonesは麻薬事犯に関する別個の共謀に関しでも訴追されたが，その際にも，
自動車の GPS端末による走行履歴に関する証拠が基礎となった。 Jonesらは，
前年の連邦DistrictCourtの判断に対する再審理を求めたが，斥けられ，終
身刑を言い渡された倒。
JonesとMaynardは，連邦 Courtof Appealsに控訴したところ，
Maynardについては原判決が維持されたが， Jonesに閲しては関連証拠が合
衆国憲法第4修正に違反して得られたものであって，排除されるべきことを理
由に原判決が破棄された。その中で連邦Courtof Appealsは，大要，以下の
通り判示した(3九 Knoits判決の事案は共犯者が任意に Beeperの装着された
容器を積載した自動車を運転し，これを捜査官が監視・追跡した事案であるの
に対し，本件では， Jonesの利用する自動車に捜査官自身が端末を装着し， 28 
日間に亘り終日監視・追跡した事案であるから，監視の程度が遥かに網羅的且
つ徹底的であり， Knotts判決と本件は事案を異にし， Knotts判決は本件の先
例とはならなL、。 GPS端末を被告人Jonesの利用する自動車に装着し，約 l
カ月に亘って監視する行為は privacyの合理的期待を侵害し，合衆国農法第4
修正の「捜索」に該当するので，令状iこ基づかなければならない。
これに対して， Jones Iこ関係する部分についての certiorariが認められた。
(35) United States v. Jones， 451 F. Supp. 2d 71 (2006). 
(36) United States v. Jones， 511 F. Supp. 2d 74 (2007). 
(37) United States v. Maynard. supra n27. 
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2判官
原判決が一部維持された。
(1) Scalia裁判官執筆の法廷意見側
大要，以下の通りである。
本件事案においては，捜査官が情報収集を目的として私人の財産権に物理的
支配を及ぼしており，合衆国憲法第4修正が成立した当時に意図されていた
「捜索」離念を充たす。合衆国憲法第4修正の意義は，私人の財産権保障の観
点から commonlawにおける trespass概念と結びついてきた。 Katz判決以
降の privacy保障に関する法理と上述の身体・家屋・書類・所持品と古う合
衆国憲法第4修正に列挙された対象への trespassの有無への関心とは矛盾す
るものではない。
訴追側は， Knotts判決と Karo判決に依拠して本件措置が合憲である皆主
張する。しかし， Knotts判決及び Karo判決の事案では，いずれも Beeper
が容器の所有者である捜査協力者の同意の下で予め装着されたものであり，被
告人の自動車に捜査官が直接GPS端末を装着した本件とは事案を異にするの
で，上記両判決は本件の先例とはならない。また，本件事案は，公道上の自動
車を視覚的に観察したにとどまらず，憲法上保護された領域への侵入を伴うも
のであった。
尚， Sotomayor裁判官の補足意見は， GPS端末を用いた監視が長期間に及
ぶか短期間にとどまるかによって判断が分かれる旨述べているが，先例に根拠
を持たない見解であり，事案解決に困難窓を粛す事項であるので，本件におい
ては扱わないとととする。
(38) Roberts首席裁判官， Kennedy裁判官， Thomas裁判官， Sotomayor裁判官
参加。
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(2) Sotomayor裁判官執筆の補足意見
合衆国憲法第4修正は， trespassによる財産権侵害に尽きるものではない。
trespassを伴わなかった場合であっても，情報収集がなされた場合， GPSを
用いた監視が精密で網羅的性格を有することに鑑み， GPS端末を用いた監視
は自由に対する萎縮効果を与え，合衆国憲法第4修正に言う「捜索」に該当す
る。
(3) Alito裁判官執筆の結論同意意見側
何故， GPS端末の装着だけが「捜索」に当たるのか疑問である。 18世紀後
半の状況を本件事案に当てはめるのは正しくない。
法廷意見は，以下の諸点において先例と整合性がない。①GPS端末を利用
した監視ではなく， GPS端末の装着のみを鷺視している。②捜査官がGPS端
末を装着して短期間監視しただけでも合衆国憲法第4修正違反と見るのに，捜
査官が長期間lこEって警察車両で追跡し，ヘリコプターからの監視支援を受け
たとしたとしても合衆国憲法第4修正の問題にならないと見ている。③物理的
手段を一切用いずに電子機器を用いて自動車等を監視した場合，法廷意見の射
程外となる。
技術が劇的に進化する状況の下では， privacy問題を解決するには詳細な2基
準を立法により定めることが望ましいが，連邦も州の大半も GPS端末を利用
した監視・追跡を規律する立法をしていないので，合衆国憲法第4修正の理論
を本件事案に適用するならば， GPS端末を用いた短期間の監視はともかく，
長期間の監視は， privacyの合理的期待に反する。
ω)小括
法廷意見と Alito裁判官の結論同意意見の聞にある最大の違いは，無令状の
GPS端末装着行為に着目して合衆国憲法第4修正違反と見るか， GPS端末の
(39) Ginsburg裁判官， Breyer裁判官， Kagan裁判官参加。
? ??
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装着とそれを使用した監視・追跡を一体として合衆国憲法第4修正違反と見る
かと雷う点にある。これは， Alito裁判官の結論同意意見は， 自動車走行履監
の集積が進めば単なる位置|育報を越えて，監視対象者の交友関係・思想・信条・
噌好等までも知り得るという見方，いわゆるモザイク理論を探ったようにも見
える (4九これは奇しくも，自動車走行履歴それ自体の把握では深刻な権利侵
害とはならなくとも，その集積・保管が長期に及べば，個人の尊厳に対する重
大な侵害になり得る旨判示したドイツ連邦共和国憲法裁判所判例制にも似た
発想だと言える。もっとも，集積・保管された・清報の扱い方の問題であって，
情報取得行為そのものとは次元を異にするように思われる。
他方で， ]ones判決において法廷意見は判断を避けたが， Knotts. Karo両
判決での Beeper利用の監視・追跡と同様に，単なる位置情報・走行履歴を知
り得るに過ぎない GPS端末利用の監視・追跡において，重大な権利侵害がな
いと考える方が，従来の判例法理と整合性を持つ(叫 (4九例えば， Kyllo判
決刷〕では，家屋の外部からの赤外線カメラでの撮影が，遮蔽空間の情報把握
(40) Zachary Gray， Harding Katz; GPS Tracking and Socieか旨Exρectations01 pri・
vacy in the 21th Cen仰ry，40 HASTINGS CONSTITUTIONAL 1. QUARTELY 145， 155-158 
(2012).モザイク理論に批判的な見解として， Orin S. Kerr， The Mosaic Theory 01 
the Fourth Amendment， 111 MICH L. REV 311 at 353-354 (2012). 
(41) BVerfG， Urt. vom 1， Marz 2008-1 BvR 2074/05 u.l BvR 1254/07. BVerfGE 
120， 378. 
尚，この判例に関する邦語文献として知り得たものに，賓原隆志「ドイツ-N
システム判決」大沢秀介=小山剛編「自由と安全一一各国の理論と実務一一~ (尚
学社・平成21年)274頁以下，清水・前掲注(1 )453-454頁がある。
(42) Kait1yn A. Kerrin， KeゆongUp With 0.β'icer ]ones: A Comprehensive Look at 
the Fourth Amendment and GPS Surveillance， 79 FORDHAM 1. REV. 1695， 1716 
(2011) . 
(43) そもそも Knotts判決・ Karo判決の事案において自動車の位霞情報の取得を合
衆国憲法第4修正の権利侵害にはならない旨判示したこと自体に批判的な見解とし
て， Gray， supra n40， at178-179.: Ganz， su.ρra n8， at1337-1341. 
(44) KylIo v.United States， 533 U.S. 27 (2001). 
尚，この判決に邦語での解説・紹介として知り得たものに，洲見光男「修正4条
の適用判断と『明白な準則~J ~三原憲三先生古稀記念論文集~ (成文堂・平成14年)
695-718頁以下，州見光男・判批・米法2003-1号204頁以下，大野正博・判批・
朝日 31巻27頁以下，大野正博「プライヴァシーの合理的期待一一近時の科学的捜
査に関する判例を題材として一一J朝日法学36号55買以下がある。
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として客観的privacy侵害に該当し，令状を要する反商， Caballes判決(45)で
は，遮蔽空間における麻薬の有無を薬物探知犬の利用によって探知することは，
規制薬物のみを知り得るだけで，被疑事実以外の情報を得ること等は不可能な
ので，遮蔽空間における客観的 privacy侵害に当たらない旨判示している。
これはあたかも我が国の宅配便梱包物に対するエックス線照射による捜査に関
する平成21年判決倒の法理にも類似した分類方法であるが，この分類方法に
よれば，単なる走行履歴の把握は，憲法上の捜索ではなく，強制処分に該当せ
ず，任意処分として扱うべきものと考えられる。
W 日本法への示唆
Jones判決では， GPS端末がそもそも自動車のL、かなる位置に装着された
のかが詳しく書かれていないが，車室・荷物室等を開けて装着したとか，車体
の一部を損傷させて装着したのであればともかく，外側に装着したのに過ぎな
い措置を trespassと評価すること自体に違和感を覚える。 GPS端末の装着に
よって当該自動車の燃費効率・最高速度・安全性，あるいは乗員の健康に何ら
かの悪影響が出る訳でもない。だとすれば，我が国の違法35条 1項にいう侵
入・捜索・押収に該当する処分と見るべきではないように思う。
とはいえ， Jones判決でGPS端末の無令状装着が許されない旨判示された
ことは歴然とした事実である。仮に，合衆国最高裁判所の Jones判決に我が
聞の法運用も倣うとした場合， GPS端末の装着は，憲法35条 l項により令状
を要する「侵入・捜索・押収」となろう。そして更に，我が困の法制度に関し
(45) Ilinois v. Caball巴s，543 U.S. 405 (2005). 
尚，この判決に邦語での解説・紹介として知り得たものに，洲見光男・判批・米
法2006-1号 113頁以下，二本柳誠・判批・比較法学41巻1号252頁以下，大野・
前掲注(42)論文5頁以下がある。
(46) 最 (3小)決平成21年9月28日刑集63巻7号868頁。
尚，この判例の意義につき，清水真「捜査方法としての遮蔽空間の探知に関する
考察」明治大学法科大学院論集8号31頁以下参照。
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ては，英米法とは異なり，強制処分法定主義(刑訴法 197条 l項但書)との関
係を考える必要がある。昭和 51年最決(47)は，①個人の意思を制圧し，②身体・
住居・財産等に制約を加える措置が強制処分である皆定義した。被疑者の自動
車内部への侵入はしないが， GPS端末をパンパーの裏側等に装着する措置は，
不知の聞に潜在的意識に反し，本人が気付いたならば強度の萎縮効果を発揮す
るような措置なので①に該当し倒，②についても合衆国最高裁判所が判示す
る通り，重要な法議の制約に当たると解すれば，強制処分として強制処分法定
主義に服する。被疑者の自動車の走行履歴の監椀情報は，そのままの形状で法
廷に顕出することの出来ない証拠を五感の作用で感知し記録化する処分なので
あるから，これを目的とした強制処分としてのGPS端末の装着は，恐らくは
検証の一種として位置付けられるのであろう (4九
他方で，端末を装着する強制処分をしていながら一定期間，密かに走行履歴・
位置情報監視をする必要上，被疑者に令状呈示をする訳には行かないこと等に
鑑みれば，伝統的な検証手続のみで実施することに若干の曙踏を感じる。あた
かも通信傍受が，検証処分と評価することが可能でありながら(ベ事後の令
状呈示方式・不服申立方法等について厳格な規定を要するとの判断から，刑訴
法222条の 2の授権の下に「犯罪捜査のための通信傍受に関する法律J51lの制
定を必要としたように， GPS端末等の監視・追跡用端末の密かな装着には，
刑訴法222条の 2に特別法に授権する新たな項を設け，特別法を制定する必要
が出てこよう。
更に，公道上の走行履歴・位置情報を把握するだけであれば，序において述
べたように被処分者の主観的 privacyを制約するにとどまるので，依然，任
(47) 最 (3小〕決agflj51年3月 16日刑集30巻2号 187頁。
(48) 井上・前掲注(3)10頁。
(49) 事案は些か異なるが，被告人方に届く予定の宅配便封繊委託物をエックス線撮影
して内容物を検査する捜査方法を，前出注(43)の最 (3小)決平成21年9月28日
刑集63巻 7号868頁は検証の一種として位置付けている。
(50) 最決平成 1年 12月16日刑集53巻9号 1327頁。
(51)・平成 11年法律 137号。
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意捜査として，昭和 51年最決の後段で示された，当該措置の必要性・緊急性
等も考慮した上，具体的状況の下で相当と認められる限度において許容される
との判断枠組みが適用されるものと解すべきであろう。
捜査官が対象車両に GPS端末を装着するのではなく，当該自動車に car
navigation systemとして積載されている GPS端末から出されている電波を
利用して位置情報・走行履歴を把握した場合， Jones判決の法廷意見の立場か
らは合衆国憲法第4修正の「押収Jではなく，無令状でなし得る捜査となろう。
この点被疑者の所持する携帯屯話に内蔵されている GPS端末を割り出して位
置情報を突き止めた事案について， Skinner判決は同趣旨の判示をしてい
る問。また， Knotts判決.Karo判決が先例として生きているので，既に一
定の犯罪を実行する意図の下に予備行為等を始めている者に事情を秘して捜査
協力者等が GPS端末を予め装着した容器に入った規制薬物原料等を渡すこと
もまた，無令状でなし得る処分だと言えよう。そして日本法の理解としては，
上記措置のいずれもが任意捜査となろう。
終わりに
以上， Jones判決の位置付けを中心に GPS端末装着による自動車の位置情
報の監視・追跡を検討してきたが，同判決の法廷意見の立場こそ，先例との整
合性があり，今後も我が聞が参考とすべき見方だと考える。とはいえ，結論同
意意見に示された，いわゆるモザイク理論が提示する問題，すなわち単なる走
行履歴の集積と分析によって網羅的に個人情報を把握し得る危険性は，我が国
においても看過すべきではなL、。前述の通り，位置情報・走行履歴把握の可否
とは次元を異にする問題であるものの，取得した情報について，目的外利用禁
止条項を設ける，一定期間の徒過で消去する等の義務を法定することが今後必
要となろう。
(52) United States v. Skinner， 690F. 3d 772 (6th Cir.2012). 
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[付記]
私は，前身任校，及び，現任校である明治大学法科大学院で，通算7年5箇月lこ亙っ
て故津田重憲先生と同僚として勤務致しました。津田先生は，いずれの大学においても
私より数年先に着任されており，新任教員である私に大変御親切に接して下さいました。
また，津田先生は，いずれの大学においても学生遥から御人柄を慕われる人情味検れる
存在でした。
ところで，つい先日，不慮の事故で夫遊された故島田聡一郎教授と私は，平成23年
春以降，法科大学院協会・司法研修所刑事裁判教官室の意見交換会で御一緒してきまし
たが，今年2月，島田教授会最後に御会いした際，島田教授が津田先生の違法論に関す
る御業績を全て読破し，深く尊敬の念を払っていたことを知り， I津田先生の御存命中
にこの件を話題にすることができていれば…。」との恩いを抱いたものでした。
これ迄の御親切に対する御礼と御業績への尊敬の念を込めて，議んでこの論文を持韓国
先生の御霊前に御捧げ致します。
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